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主要計数
1．経営改善支援等の取組み実績

（注）創業・新事業支援に資金使途を限定した融資商品の実績のほか、当
組合融資等のうち、創業・新事業支援としての実績の把握が可能なもの
も含みます。

2．創業・新事業支援融資実績

（単位：先数）

　地域金融機関は、地域密着型金融の中心的な担い手として、地域経済の活性化や中小企業金融
の円滑化のために、その機能強化に向けた取組みを推進することが求められています。
　「長期的な信頼・取引関係により得られた情報を活用し、対面交渉を含む質の高いコミュニケー
ションを通じて中小企業者のみなさまの経営状況を的確に把握し、これにより多種多様な金融サー
ビスの提供を行う」という地域密着型金融のビジネスモデルは、　　　　の営業スタイルそのも
のであり、地域密着型金融の継続的な推進は経営上の重要な課題の一つであると認識しています。
　　　　　では、平成21年度も以下のとおり、地域密着型金融の推進に積極的に取り組んでま
いりました。
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αのうち期末に
債務者区分が
ランクアップ
した先数

αのうち期末に
債務者区分が変化
しなかった先数

αのうち
再生計画を
策定した先数

平成21年度中 29件

件数

177百万円

金額

地域密着型金融の取組み
KENSHIN

「地域密着型金融」の3つの重点項目

ライフサイクルに
応じた取引先企業の

支援強化

中小企業に
適した資金供給手法

の徹底

持続可能な
地域経済への貢献

（注）1．本表の「債務者数」「先数」は、正常先を除く先数です。    
 2．期初債務者数は、平成21年4月当初の債務者数です。    
 3．債務者数、経営改善支援取組み先数は、取引先企業（個人事業主を含む）であり、個人ローン・住宅ローンのみの先は含んでいません。
 4．「αのうち期末に債務者区分がランクアップした先数β」は、平成21年度末の債務者区分が期初よりランクアップした先です。なお、経営改善
　 　　支援取組み先で期中に完済した債務者はαには含みますが、βには含んでいません。
 5．「αのうち期末に債務者区分が変化しなかった先数γ」は、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先です。
 6．「αのうち再生計画を策定した先数δ」は、αのうち中小企業再生支援協議会の再生計画策定先、RCCの支援決定先、当組合独自の再生計画策定
　 　　先の合計先数です。     
 7．期中に新たに取引を開始した取引先は、本表に含みません。
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3．中小企業に適した資金供給手法
①動産・債権譲渡担保融資の実績

具体的な取組み事例

中小企業再生支援協議会・保証協会等との連携強化による経営改善支援

　不効率経営等が原因で経営の窮地に陥っていた

雑貨販売業A社の経営改善を図るため、中小企業

再生支援協議会・保証協会等との連携による再生支

援の実施に取り組みました。

　A社の再生には抜本的な経営改善ならびに期間

キャッシュフローに応じたリスケジュール（既存借

入金の返済条件の緩和）が必要であったことから、

（注） 1.「動産・債権譲渡担保融資」は、リース債権およびクレジット債権を担保とした融資を除きます。
 2. 残高は、当組合とお客様との間の直接の貸出契約であり、SPCや信託銀行を経由した取引は含みません。
 3. 動産・債権について、担保権設定契約をしているもののみを対象としています。

1．ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化

平成21年度中 6件

件数

29百万円

金額

再生計画の策定にあたって、以下のような経営改善

スキームで再生支援を実施しました。

　早期の段階から再生支援に取り組むことで、A社

と金融機関の双方にとって負担軽減を図ることが

でき、A社の資金繰りの安定化を図ることができ

ました。

A社

中小企業
再生支援協議会

保証協会
茨城県信用組合

金融機関A 金融機関B

協調

金融機関

保証委託の申込

信用保証

リスケジュールの保証依頼

リスケジュールの申込
既貸の返済

リスケジュールの実施
不採算店舗の閉鎖
在庫管理によるロス率低下
役員報酬の減額

再建計画の策定支援
事業価値の査定
各金融機関の調整

リスケジュールの保証承諾

連携 連携

①のうち、売掛債権担保融資

平成21年度中 6件

件数

29百万円

金額

■経営改善スキーム
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2．中小企業に適した資金供給手法の徹底

民事再生法の活用による事業再生支援

　実質債務超過の状態にあった農業用資材卸小売業

B社の事業再生を図るため、B社の顧問弁護士・顧

問公認会計士との連携、取引業者との協力により、

以下のとおり、民事再生法を活用した再生計画の策

定に取り組みました。

　収益弁済型の自主再建を目指す再生計画の策定に

取り組むことで、B社の売上の安定確保とコストの

大幅な削減を実現することができました。

地域密着型金融の取組み
KENSHIN

「無担保」「第三者保証人不要」の事業性融資商品

　中小企業者の資金ニーズにタイムリーに対応する

ため、昨年度に引き続いて、無担保・第三者保証人

不要の事業性融資商品（ビジネスローン「中納言」）

の活用に取り組みました。

　平成 21年度は、累計で 323百万円（39件）

の融資を実行し、中小企業者のみなさまの資金ニー

ズに迅速に対応することができました。

■事業再生スキーム

資金繰りの安定
再生の大前提

採算部門
維持継続

B社

一般債権支払 
開始猶予 金融機関

（　　　  ほか）
取引業者

売上の確保

優先債権支払計画
・社会保険
・労働債権
・税金
・共益債権

・資金の活用を円滑にし経営の安定を図る
・現取扱商品での売上を確保する
・経費の削減で経営母体のスリム化を図る

・再生債権のうち約20％を 
  10年間で返済

資金活用の 
円滑化

・業績の安定を図るための 
  協力体制の維持
・バックアップ体制の強化依頼

顧問弁護士
  専断的な決定等を防止し、　　　　
  コーポレートガバナンスを徹底
・顧問公認会計士
  財務・経理の把握　

スリム化して継続

債権者

採算部門

不採算部門

再生委員会
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茨城県の基幹産業である「農業」への積極支援

　地域の基幹産業である農業を積極的に支援するため、営業店支援体制の整備

（地区担当者の配置等）・人才
・

の育成（外部セミナーへの参加等）※・地域農業者

支援活動の強化（新鮮野菜の産直市開催等）に取り組みました。

3．持続可能な地域経済への貢献

地域密着型金融の取組み

定性分析能力の強化を目的とした融資研修会

　融資係の与信判断時における定性情報（企業の事

業内容や成長性・収益力・技術力等の無形資産）に

ついての分析能力の強化を図るとともに、地域金融

機関としての役割を再認識させるため、以下のとお

り職位別に財務分析・事業計画書作成研修を実施し

ました。

実施日

平成21年6月23日

平成21年7月21日

平成21年8月18日

対象者

主任　80名

係長　76名

課長　75名

※「人才
・

」とは「人材」と同義語であり、才能のある

　  人という 意味を踏まえ、当組合では「人材」を「人

　  才
・

」と表現しています。

（1）営業店支援体制の整備

県内でも特に農業が盛んな県西地区と鹿行地

区を農業戦略重点地区に定め、さらに県内を

6つの地域に分割して地区担当者（6名、う

ち3名は駐在員）を配置し、サポート体制を

整備しました。

（2）人才
・

の育成

「農商工連携人材育成塾」（茨城県中小企業団

体中央会主催）への参加、「いばらき農産物サ

ポーター」（茨城県）への登録、アグリビジネ

スに関する通信教育の受講等により農業関連

知識の習得に努めました。

（3）地域農業者への支援活動

農業後継者育成のためのセミナーの開催、産直

市開催による販路拡大支援等に取り組みました。
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外部機関との連携による企業支援
　茨城県・茨城県中小企業団体中央会・茨城県経営者協会との連携により、経営革新・ビジネスマッチング等

多様なサービスの提供に取り組みました。

（1）「地域力連携拠点事業セミナー」
　中小企業の応援コーディネーター（中小企業診断

士）を講師に迎えて、茨城県中小企業団体中央会と

当組合の主催によるセミナーを開催しました。講師

からは、経営革新・地域資源活用・農商工連携等中

小企業の経営力向上支援手法についての具体的事例

の説明があり ､セミナー終了後に設置された経営相

談コーナーも盛況でした。

（2）「いばらき食と農の商談会 inつくば」
　平成21年11月18日、つくば市で茨城県等の主催による「食と農の商談会」が開催されました。同商談会は、

県内外の外食産業やスーパー・飲食店・ホテルなどの関係者に茨城県

産の優れた農産物や加工品等を紹介することを目的に開催されたもの

です。　　　　も県農商工等連携推進協議会会員企業の一員として参

加し、ビジネスチャンス創出のお手伝いをさせていただきました。

　当日は　　　　のお取引先を含む64社が各社自慢の商品を出展し、

商談に花を咲かせていました。

（3）「茨城ものづくり企業交流会2010」
　平成22年 2月3日、水戸市で茨城県経営者協

会と県内6金融機関の連携によるビジネスマッチ

ング交流会が開催されました。

　昨年に引き続き、第2回目となる今回の交流会は、

大手・有力企業36社に対して県内金融機関の取引

先78社の中小企業が自社製品や技術力を紹介する

というスタイルで実施されました。　　　　からも

23社のお取引先企業にご参加いただき、「プレゼ

ン発表に自信がついた」「思わぬ大手企業からのオ

ファーがあり商談チャンスがあった」等うれしいお

言葉をいだだくことができました。

開催日

平成21年7月24日

平成22年2月23日

開催場所

研修センター

つくば中央支店

参加者

28名

14名
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農業生産者及び農業法人アンケート調査結果

　　　　　ではこの度、茨城県内の農業生産
者及び農業法人を対象としたアンケートを実
施し、調査結果を下記のとおり取りまとめま
した。
　みなさまからいただいた貴重なご意見を、
今後の　　　　の諸施策の参考とさせていた
だきますので、今後とも末永くご利用下さい
ますよう、よろしくお願いいたします。

○実施時期／平成21年3月末～5月末

○調査方法／無記名。対象先を訪問し調査依頼、

　　　　　　後日、調査票を回収

○調査対象／茨城県内の農業生産者・農業法人302人　

　　　　　　(法人）、うち137人 (法人 )回収

　現在の｢経営実績｣についての回答は、｢よくなっ

ている｣が24.8％、｢悪くなっている｣が28.5％、

｢変わらない｣が46.7％という結果となりました。

　｢ 生産コスト ｣ については、70.8％の農業者が

｢上がっている ｣と回答している一方で、｢販売単

価 ｣については、｢変わらない ｣または ｢下がって

いる ｣との回答が89.0％を占めています。このこ

とは、資材や飼料等の生産コストの上昇分を販売単

価に転嫁できない農業経営の厳しい現状を反映して

いると考えられます。

　また、｢資金繰り ｣についての回答も、｢余裕が

ある ｣は 3.6％であったのに対し、｢苦しくなって

きた ｣は29.9％となっています。

　なお、｢今後について ｣の回答は、｢よくなる ｣

が26.3％、｢悪くなる｣が19.7％、｢変わらない｣

が54.0％という結果でした。

●性別

●作業人員

●年齢
女性
3.6%

男性
94.9%

25人以上
50人未満
5.1%

50人以上
3.6%未回答

10.9%

未回答
1.5% 未回答

3.6％

50～60歳代
46.0%

30～
40歳代
20.4%60歳以上

28.5%

10～20歳代
1.5％

●主たる農産物

果樹 7.3%

養豚 4.4%
畑作 3.6%
きのこ 2.9%
その他 2.2% 酪農 1.5%

採卵鶏 1.5%
茶 0.7%

●お住まいの地区

県北
4.4%

未回答
1.5%

県央
24.1%

鹿行
19.7%

県西
29.9%

県南
20.4%

野菜
35.8%

稲作
18.2%

花き
14.6%

未回答
7.3%

1～10人未満
66.4%10人以上

25人未満
13.9%

●経営実績 ●販売単価

●経営環境

●生産コスト

●今後について

●資金繰り

よく 
なっている
24.8%

上がっている
70.8%

変わらない
55.5%

悪くなって
いる
32.1%

よくなっている
12.4%

よくなる
26.3%

悪くなる
19.7%

変わらない
54.0%

変わら
ない
20.4%

下がっている
8.8%

変わらない
66.4%

苦しく
なってきた
29.9%

余裕がある
3.6%

上がっている
10.9%

下がっている
37.2%

変わらない
51.8%変わらない

46.7%

悪くなって 
いる
28.5%
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地域密着型金融の取組み

1.調査対象者の概要

2. 現在の経営動向について
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3.現在取引している金融機関とのお取引について

　現在取引している金融機関とのお取引については、73.7％の農業者

が ｢満足 ｣または ｢概ね満足 ｣と回答しています。

　一方、取引に｢不満である｣と回答した理由については、｢経営相談にのっ

てくれない｣｢担保・保証の条件が厳しい｣などが上位となっています。こ

のことから、金融機関に対しては信用供与と並んで経営相談等のサービス

への期待度が高いと考えられます。

　今後の事業展開の方向については、｢当面現状の
経営を維持していく ｣という回答とともに、｢現在
の経営を拡大したい ｣や ｢もっと付加価値の高い生
産物を導入したい ｣など積極的に事業を展開してい
きたいという回答も上位となりました。このことは、

規模拡大や生産物の付加価値を高めることなどで差
別化を図りたい農業者が多いということを示してい
ると考えられます。
　なお、｢縮小する ｣との回答は10件にとどまり
ました。

　金融機関に希望するサービス･商品等についての
ご意見・ご要望で、最も多かったのは ｢販路先の紹
介 ｣でした。また、農業融資については、｢審査の
円滑化」｢制度資金の円滑化」｢担保や保証人のな
い資金 ｣など、スムーズな資金調達に対するニーズ

が伺えます。さらに、補助金・制度資金等に関する
情報提供や経営相談業務を期待するご意見のほか、
農業経営に役立つ研修等のご要望もありました。

●取引金融機関の満足度について

満足である
13.1%

概ね満足
60.6%

どちらとも
いえない
18.2%

不満である
8.0%

●「不満である」の理由について ※複数回答

経営相談にのってくれない

担保・保証の条件が厳しい

金利が高い

情報提供などサービスがよくない

経営能力、事業収益力をあまり評価してくれない

償還期間を短く査定する

審査期間が長い

その他

接遇対応がよくない

（単位：件）

�
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�

�
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�
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�

�

� � � � � � � � � � ��

●今後の展開方向について ※複数回答

当面現状の経営を維持していく

現在の経営を拡大したい

もっと付加価値の高い生産物を導入したい

加工部門に進出したい

縮小する

販売店を設けるなど自ら販売部門に進出したい

その他

（単位：件）
� � �� �� ���� �� �� �� �� �� �� ��

��

��

��

��
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4. 今後の展開方向について

5. 金融機関に希望するサービス・商品等について (自由回答 )
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地域密着型金融の取組み

　茨城県信用組合は、信用組合の設立理念である相互扶助の精神に基づき、中小企業や個人事
業主および勤労者の皆さまに対して円滑な資金供給を行い、より一層の支援に取り組んでいく
ために、以下のとおり金融円滑化取組方針を定めました。
　当組合は、この方針に基づいて、中小企業や個人事業主および住宅資金をご利用のお客さま
からの相談を真摯に受け止め、問題解決に向けて迅速かつ適切な対応に取り組んでまいります。

（1）ご融資にあたっては、中小企業や個人事業主のお客さまの事業の特性及び事業の状況を勘案しつつ、でき

　　 る限り柔軟に対応するよう努めます。

（2）中小企業や個人事業主のお客さまから、事業資金に関するお借入の条件変更等のご相談・お申込みがあっ 

　　 た場合には、お客さまの事業についての改善又は再生の可能性その他の状況を勘案しつつ、できる限りお

　　 借入の負担を軽減するために必要な措置を取るよう努めます。

（3）住宅資金をご利用のお客さまから、お借入の条件変更等のご相談・お申込みがあった場合には、お客さま

　　 の将来にわたる無理のない返済に向けて、お客さまの財産及び収入の状況を勘案しつつ、できる限り対応

　　 出来るよう努めます。

（4）当組合以外の金融機関からお借入れを行っているお客さまより条件変更等のご相談・お申込みがあった場

　　 合には、お客さまから同意を頂いた上で、守秘義務に留意しながら該当する他金融機関・外部機関等との

　　 間で相互に貸付条件の変更等に係る情報の確認を行うなど、緊密な連携を図るよう努めます。

（5）中小企業や個人事業主のお客さまに対する経営相談及び経営改善に向けた取組みに関しては、積極的な支

　　 援を行うとともに適切な助言を行うなど、コンサルティング機能の発揮に努めます。

（6）貸付条件の変更等お客さまの負担軽減につながる対応を行った後も、経営改善計画の進捗状況等のフォロー

　　 アップを行うとともに、継続的に検証し、必要に応じてお客さまへの助言を行うよう努めます。

（7）お客さまからお借入の条件変更等のご相談・お申込みがあった場合には、迅速かつ誠実な対応に努めると

　　 ともに、その対応に際しては、お客さまとのこれまでのお取引関係やお客さまの理解、経験、資産の状況

　　 等に応じた適切かつ丁寧な説明に努めます。

金融円滑化に関する取組方針

返済猶予等の申し出に親身に迅速に対応しています

申込み 

　  実行済

　  謝絶

　  取下げ

返済猶予等の申込みに対する対応状況（平成21年12月4日～平成22年3月末） （単位：件、百万円)

（注）「申込み」と内訳の合計との差は、今後実行予定と審査中のものです。

事業資金

件数

1,822

1,263

0

73

28,369

20,287

0

1,527

94

44

0

18

1,229

545

0

219

1,916

1,307

0

91

29,598

20,832

0

1,746

金額 件数 金額 件数 金額

住宅ローン 合計
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地域密着型金融の取組み
KENSHIN

金融円滑化体制図

営業店（出張所）（金融円滑化ご相談窓口）

茨城県信用組合

お客さま

中小企業支援協議会
茨城県中小企業団体中央会 等外部機関

金融円滑化 
対策本部
融資審査部
（金融円滑化管理に 
関する統括部署）

関係部
◆総合企画部
◆融資管理部
◆リスク管理部
◆営業推進部
◆監査部
◆人事部
◆企業支援グループ

ローン 
センター

（住宅ローンご返済
相談窓口）

営業部店長（出張所長）
【金融円滑化対応責任者】

副支店長・次長
【金融円滑化対応副責任者】

融資担当役席
【金融円滑化担当者】

理事長

監事

理事会

常勤理事会

金融円滑化担当役員
金融円滑化管理責任者：専務理事
金融円滑化管理副責任者：融資担当
　　　　　　　　　　　 常務理事

リスク管理部
お客さま 
相談室
（金融円滑化 
苦情相談窓口）

報告 報告

指示 指示 指示
報
告
協
議

報告

真
摯
か
つ
適
切
な
対
応

支
援

ご
相
談
・
お
申
込

苦
情
相
談

苦
情
相
談

真
摯
か
つ
適
切
な
対
応

報
告

支
援
連
携

監
督
・
指
導

苦
情
相
談

監
督
・
指
導

連
携

報告




